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のページ http://www.city.nagoya.jp/somu/page/0000049372.html（2020年 3月 18日閲覧）からダウンロード可能）
の中で，同市が今後，名古屋大都市圏域の自治体間連携の推進とともに，名古屋市の特別自治市化をめざすことを
明確にしている。京都市と神戸市については，特別自治市化の追求を謳った文書は作成されていないが，それぞれ
の都市の大都市制度構想に関する web ページ（京都市については http://www.city.kyoto.lg.jp/sogo/

















































































































































　そこでまず，市民所得 Yの対数値を人口 Nの対数値及び人口の対数値の 2乗によって説明する
回帰式を設定し，OLSによって推定して次式の結果を得た。
 lnY＝－9.98764＋2.43038lnN－0.04529（lnN）2　　R2＝0.94529 （1）





































就業者流出率の高い順に並べられている。表 1では，福岡市とこれらの 10市 8町のそれぞれにつ
いて，後述する「福岡都市圏広域行政推進協議会」の構成自治体であるか否か（構成自治体の場合
は○を記載），人口，及び参考資料として 2015年度の財政力指数を示している。



































1 福岡市 ― ○ 1,538,681 0.88 
2 粕屋町 45.4 ○ 45,360 0.82 
3 春日市 42.8 ○ 110,743 0.72 
4 新宮町 42.2 ○ 30,344 0.85 
5 那珂川市 41.6 ○ 50,004 0.69 
6 志免町 40.8 ○ 45,256 0.72 
7 糸島市 40.4 ○ 96,475 0.53 
8 大野城市 39.5 ○ 99,525 0.79 
9 篠栗町 34.7 ○ 31,210 0.52 
10 久山町 32.7 ○ 8,225 0.78 
11 太宰府市 31.8 ○ 72,168 0.67 
12 須恵町 29.8 ○ 27,263 0.55 
13 宇美町 28.9 ○ 37,927 0.56 
14 筑紫野市 28.0 ○ 101,081 0.75 
15 古賀市 26.9 ○ 57,959 0.67 
16 福津市 23.4 ○ 58,781 0.55 
17 小郡市 17.5 57,983 0.64 
18 宗像市 16.4 ○ 96,516 0.59 
19 筑前町 10.3 29,306 0.46 
就業者流出率 10％以上圏域 2,594,807 0.67 
福岡都市圏広域行政推進協議会【福岡大都市圏】 2,507,518 0.68 
就業者流出率 40％以上圏域 1,775,132 0.74 































町を除く 6市 7町 1村がこの協議会の現在の構成自治体となっている（表 2で○を付した市町村）。
「仙台都市圏広域行政推進協議会」では，これまで 5次にわたる広域行政計画を策定し，現在進行






























1 仙台市 ― ○ 1,082,159 0.89 
2 富谷市 48.3 ○ 51,591 0.78 
3 利府町 43.2 ○ 35,835 0.83 
4 多賀城市 43.1 ○ 62,096 0.68 
5 名取市 41.2 ○ 76,668 0.79 
6 七ヶ浜町 36.7 ○ 18,652 0.60 
7 塩竈市 33.0 ○ 54,187 0.49 
8 大和町 25.3 ○ 28,244 0.73 
9 松島町 25.0 ○ 14,421 0.44 
10 岩沼市 24.5 ○ 44,678 0.80 
11 川崎町 19.8 9,167 0.30 
12 亘理町 18.8 ○ 33,589 0.54 
13 大郷町 17.0 ○ 8,370 0.42 
14 柴田町 14.6 39,525 0.62 
15 大衡村 13.9 ○ 5,703 0.68 
16 大河原町 11.4 23,798 0.61 
17 山元町 10.9 ○ 12,315 0.35 
18 村田町 10.5 11,501 0.42 
就業者流出率 10％以上圏域【仙台大都市圏】 1,612,499 0.61 
仙台都市圏広域行政推進協議会 1,528,508 0.64 










1 名古屋市 ― ○ 2,295,638 0.99 
2 大治町 41.6 ○ 30,990 0.84 
3 長久手市 37.8 ○ 57,598 1.04 
4 尾張旭市 36.8 ○ 80,787 0.92 
5 蟹江町 35.9 ○ 37,085 0.89 
6 清須市 35.7 ○ 67,327 0.95 
7 日進市 34.5 ○ 87,977 1.00 
8 北名古屋市 30.2 ○ 84,133 0.97 
9 あま市 29.7 ○ 86,898 0.78 
10 豊山町 25.8 ○ 15,177 1.04 
11 春日井市 25.7 ○ 306,508 0.97 
12 豊明市 24.4 ○ 69,127 0.91 
13 東郷町 23.7 ○ 42,858 0.90 
14 弥富市 23.2 ○ 43,269 0.98 
15 岩倉市 22.8 ○ 47,562 0.80 
16 東海市 21.9 ○ 111,944 1.26 
17 津島市 21.6 ○ 149,765 0.73 
18 飛島村 20.8 ○ 4,397 2.09 
19 愛西市 20.6 ○ 63,088 0.64 
20 稲沢市 20.1 ○ 136,867 0.92 
21 瀬戸市 19.8 ○ 129,046 0.85 
22 大府市 19.5 ○ 89,157 1.06 
23 知多市 18.0 ○ 84,617 0.96 
24 江南市 15.2 ○ 98,359 0.81 
25 扶桑町 15.1 ○ 33,806 0.84 
26 一宮市 15.0 ○ 380,868 0.83 
27 阿久比町 14.3 ○ 27,747 0.82 
28 小牧市 13.0 ○ 149,462 1.15 
29 犬山市 12.5 ○ 56,547 0.91 
30 東浦町 12.3 ○ 49,230 0.95 
31 大口町 11.4 ○ 23,274 1.17 
32 みよし市 11.0 ○ 61,810 1.16 
33 常滑市 10.4 ○ 56,547 0.97 
34 半田市 9.3 ○ 116,908 0.96 
35 刈谷市 8.2 ○ 149,765 1.31 
36 武豊町 7.6 ○ 42,473 0.99 
37 美浜町 7.4 ○ 23,575 0.71 
38 豊田市 3.9 ○ 422,542 1.11 
39 南知多町 3.1 ○ 18,707 0.53 
就業者流出率 10％以上圏域 5,059,465 0.97 
名古屋市近隣市町村長懇談会 5,814,728 0.97 
【名古屋大都市圏Ⅰ】流出率 10％以上（みよし市を除く），半田市，武豊町，美浜町，南知多町 5,199,318 0.95 
就業者流出率 30％以上圏域【名古屋大都市圏Ⅱ】 2,741,535 0.95 












































































































福岡大都市圏 仙台大都市圏 名古屋大都市圏Ⅰ 名古屋大都市圏Ⅱ
県内人口（人） 5,101,556 2,333,899 7,483,128 7,483,128 
圏域人口（人） 2,507,518 1,612,499 5,199,318 2,741,535 
人口比率（％） 49.15 69.09 69.48 36.64 
企業課税等県税収入（千円） 178,709,660 110,756,599 434,982,489 434,982,490 
県内市町村法人住民税収（千円） 75,281,728 38,326,108 176,418,195 176,418,195
圏域内市町村法人住民税収（千円） 48,328,811 32,375,025 102,853,049 74,819,794
企業課税按分率（％） 64.20 84.47 58.30 42.41 
圏域内市町村への県支出金（千円）  56,006,666 39,605,607 99,615,487 54,862,143
圏域内市町村地方税収（千円） 395,114,978 252,235,035 966,112,532 577,619,100
収支差（千円） ▲ 29,119,365 ▲ 22,568,852 ▲ 148,245,832 ▲ 29,745,132
財政的自立度指標（％） ▲ 7.37 ▲ 8.95 ▲ 15.34 ▲ 5.15
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要　　旨
　本稿では，［森 2019］において，今後の大都市制度の方向として大都市圏内自治体連携による広域
行政の一元化が望ましいと判断された福岡市，仙台市，名古屋市の 3つの政令指定都市について，県
内市町村から指定都市への就業者の流出状況，既存の自治体間連携組織の活動状況，大都市圏の効率
的人口規模の 3つの観点から，大都市圏の範囲の設定を行った。その上で，設定された大都市圏内自
治体が連携して県からの行財政上の自立を図る場合の歳入増加額と歳出増加額との収支差を推計し
て，大都市圏自治体連携による大都市制度構想の財政的意義を検討した。検討の結果，いずれの大都
市圏においても，圏域内全体の財政規模からば許容できる範囲に収まっているものの，収支差はマイ
ナスであり，大都市圏自治体連携による大都市制度構想が財政的に意義のある制度構想となるために
は，広域行政の効率化や税財源の充実強化に向けた努力が必要であることが明らかとなった。
